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はじめに
転倒は入院中に最も頻繁に生じる有害事象であ

り ADL 低下を引き起こすため， 依然として世界中

の病院で問題となっている 1） 2）． 入院中の転倒が

減少するかどうか， スタッフと患者に対する教

育， 物品の使用， リハビリテーション， 投薬管

理， 認知障害に対する介入など多角的に検証した

先行研究において， 効果を認めたのはスタッフと

患者教育であったと報告されている 1）． 具体的内

容としては， 患者に対する転倒予防へのモチベー

ションを向上させるような知識の提供や DVD 鑑賞

やワークブックを通じた転倒予防のアクションプ

ランの記載， スタッフに対し院外の教育者と 6 時

間程度のオンラインビデオを用いたトレーニング

をするなどの内容 2） である． しかし， これらはオ

リエンテーションなどに時間を要するため， 現場

への導入障壁があると指摘されている 3）． 国内で

の急性期病院における転倒転落対策では， 転倒転

落防止対策フローチャート 4）5）， 転倒転落予防チー

ム介入 6）， 介助で移動する患者に対して頻回訪室

や患者教育をすること 7） などがあり， これらの介

入によって転倒転落件数や転倒転落による事故が

減少した 4） 6） 7） と報告されている．

一方， 臨床現場において転倒以外に転落もしば

しば発生する． 転倒とは， 「意図せずに地面， 床，

その他の低い位置に倒れることであり， その他の

場所から意図的に体位を変えて家具， 壁， その他

の物体に座ったり， 横になる， もたれ掛かかるこ

とは除く」 と定義されている 8） が， 臨床現場にお

ける転落に関しては明らかな定義づけがされてい

ない． 医療の現場における転倒と転落の区別は非

常に曖昧で， 発見者あるいは報告者の主観に基づ

いて転倒報告書か転落報告書かを選択して提出し

集計されている 9）． 転倒と転落の区別が明確につ

きにくい背景はあるものの， 立位 ・ 歩行中にふら

つきがみられて立位姿勢から転倒する場合と起居

や座位が不安定でベッド上座位姿勢から床へ転落
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する場合では明らかに実施すべき対策が異なると

考えられる． そのため， 臨床場面での転倒転落予

防においては転倒と転落を区別して対策内容を検

討する必要があると考えられるが， 転倒対策と転

落対策をそれぞれ明確にした転倒転落予防チャー

トの報告はみられない．

そこで今回， 当院 A 病棟で 2021 年度に発生し

た転倒転落の詳細， 身体機能やベッド周囲環境に

関する情報をインシデント ・ アクシデントレポー

トや看護カルテから後方視的に調査し， 転倒対策

と転落対策をそれぞれ立案する転倒転落予防

チャートとして作成することを研究 1 の目的に，

2023 年 4 月～ 6 月の 3 ヶ月間で， 作成した転倒転

落予防チャートを試用し， 転倒転落件数の調査を

することを研究 2 の目的とした．

対象および方法
1．研究デザイン
本研究は， 研究 1 は後方視的観察研究で， 研究 2

は前方視的観察研究である． 豊橋市民病院倫理審

査委員会の承認を得て実施した （承認番号 : 756）．

研究に際して， 個人の情報が特定できないよう十

分に配慮し， データは鍵のかかる場所に保管した．

2．対象
《研究1》

2021 年度において， A 病棟 46 床 （一般外科 37

床， 脳神経内科 7 床， 移植外科 2 床の混合病棟）

における転倒転落を生じた 94 件の詳細を 2023 年

2 月～ 3 月に調査した．

《研究2》
2023 年 4 月～ 6 月において A 病棟に入院された

患者に対して転倒転落予防チャートを試用し， 病棟

専従者と病棟看護師間で共有される転倒転落に関す

るインシデント ・ アクシデントレポートの報告件数

から転倒件数と転落件数をそれぞれ調査した．

なお， A 病棟には ADL 維持向上等体制加算の一

環で， 2021 年度において作業療法士 1 名， 2023 年

度において理学療法士 1 名が病棟専従者として平

日の日勤帯に配置された．

3．調査項目
《研究1》

2021 年度に生じた転倒転落 94 件のインシデン

ト ・ アクシデントレポートから年齢， 性別， 診療

科， 転倒 ・ 転落回数を調査した． 転倒は前述の定

義に基づき， 転落は座位姿勢から地面， 床面に臀

部など足底面以外の身体が接地したものとした．

また， 電子カルテ情報の看護師カルテから， 身体

機能， 意思疎通の可否， 事前対策の有無， 事後対

策の有無を調査した．

身体機能は， 転倒と転落対策を明確化するため

に， 身体機能を障害高齢者日常生活自立度 （寝た

きり度） 10） の段階付けを一部改変 （以下， 改変日常

生活自立度） し， 看護師カルテの記載内容から動

作能力を把握し， 改変日常生活自立度を評価し

た． 改変日常生活自立度は，A （自力歩行 ・ 安定），

A （自力歩行 ・ 不安定）， A （介助歩行）， B1 （起居

移乗可）， B2 （自力起居可）， B2 （自力起居困難），

C1 （寝返り可）， C2 （寝返り困難） の 8 つに分類し

た． 歩行の不安定性の有無に関しては看護師カル

テから， 歩行時ふらつきの有無に関する記載から

調査した． 意思疎通の可否は看護師カルテから，

通常の意思疎通が行えるにもかかわらず， 装着中

の医療機器の抜去， 安静度の遵守困難， 動作に介

助を要する場合に援助を求めないなどの問題行動

がみられた場合を不十分又は困難， 問題行動がみ

られていない場合を可能とした． 転倒転落に関す

る事前 ・ 事後対策の有無は， 転倒転落の発生や再

発にベッド周囲環境が大きく影響する可能性を考

え看護カルテの記載内容から調査した． また， 転

倒転落を生じた時に事前対策が実施されていたか

どうかを看護カルテの記載内容から調査し， 対策

実施は事前対策あり （履行）， 対策未実施を事前対

策あり （不履行） とした． また， 2021 年度に発生

した転倒転落 94 件の事例に対して作成した転倒転

落予防チャートを試用した見込み効果を算出し

た． 算出方法は， 転倒転落が生じた際の改変日常

生活自立度と実施された対策内容から， 転倒転落

予防チャートを用いた場合に何らかの転倒転落

予防対策を講じることが可能かどうかを検討し，

可能であった場合に見込み効果ありと判定した．

《研究2》
2023 年 4 月～ 6 月において転倒転落予防チャー

トを試用し， 3 ヶ月間の転倒転落件数， 月平均件

数と割合， 転倒転落の各割合を調査した． この期

間中には患者が A 病棟に入棟された際に， 病棟専

従者が転倒転落予防チャートを試用し， ベッド周

囲環境を担当看護師と協議してそれぞれ対策を実

施した． なお， 入院中に改変日常生活自立度の変

化が生じた場合には再評価し， 対策内容を担当看

護師と再度協議し検討した．
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結果
《研究1》

2021 年 4 月～ 2022 年 3 月の転倒転落は合計 71

名 94 件で， 月平均発生件数は 7.8 件であった． 内

訳は転倒 50 件 （53.2%）， 転落 44 件 （46.8%） で

あった． 転倒転落の転倒 40 人の平均年齢は 75.1 

± 13.2 歳， 男性 28 名， 女性 12 名で， 転落 31 名

の平均年齢は 78.3 ± 11.0 歳， 男性 18 名， 女性 13

名であった． 転倒転落回数は， 1 回が 58 名， 2 回

が 5 名， 3 回が 6 名， 4 回が 2 名であった． 転倒転

落 94 件の診療科は， 一般外科 41 件， 脳神経内科

34 件， 移植外科 2 件， 脳神経外科 6 件， 消化器内

科 6 件， 呼吸器内科 3 件， 総合内科 1 件， 循環器

内科 1 件であった． 転倒転落に対する事前対策は

あり （履行） が 30 件， あり （不履行） が 5 件， な

しが 59 件で， 事後対策ありが 67 件， なしが 27 件

であった． また， 意思疎通可能が 32 件， 不十分又

は困難が 62 件であった． 改変日常生活自立度は，

A （自力歩行 ・ 安定） が 9 件， A （自力歩行 ・ 不安

定） が 14 件， A （介助歩行） が 10 件， B1 （起居

移乗可） が 11 件， B2 （自力起居可） が 29 件， B2

（自力起居困難） が 9 件， C1 （寝返り可） が 6 件，

C2 （寝返り困難） が 6 件で， 転倒転落の件数は

B2 （自力起居可） が最も多く， B1 （起居移乗可）

と B2 （自力起居可） では転倒転落のいずれも生じ

ていた （表 1）．

表 1．2021 年度の A病棟で発生した転倒・転落の概要

全体 94 件 （71 人） 転倒 50 件 （40 人） 転落 44 件 （31 人）

年齢 （平均 ± 標準偏差） 76.5 ± 12.3 75.1 ± 13.2 78.3 ± 11.0

性別 （男 ・ 女） 46 ・ 25 28 ・ 12 18 ・ 13

回数 71 人 40 人 31 人

1 回 58 33 25

2 回 5 4 1

3 回 6 3 3

4 回 2 0 2

診療科 94 件 50 件 44 件

一般外科 41 22 19

脳神経内科 34 20 14

移植外科 2 2 0

脳神経外科 6 0 6

消化器内科 6 2 4

呼吸器内科 3 3 0

総合内科 1 0 1

循環器内科 1 1 0

事前対策 94 件 50 件 44 件

あり （履行） 30 17 13

あり （不履行） 5 0 5

なし 59 33 26

事後対策 94 件 50 件 44 件

あり 67 28 39

なし 27 22 5

改変日常生活自立度 94 件 50 件 44 件

A （自力歩行 ・ 安定） 9 9 0

A （自力歩行 ・ 不安定） 14 14 0

A （介助歩行） 10 10 0

B1 （起居移乗可） 11 7 4

B2 （自力起居可） 29 10 19

B2 （自力起居困難） 9 0 9

C1 （寝返り可） 6 0 6

C2 （寝返り困難） 6 0 6

意思疎通 94 件 50 件 44 件

可能 32 22 10

不十分又は困難 62 28 34
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これらの結果を踏まえ， 改変日常生活自立度

（歩行不安定性の評価を含む） とナースコール使用

の可否の 2 項目を評価することで， それぞれの能

力に応じて転倒転落予防対策を変更する転倒転落

予防チャートを作成した （図 1）． 転倒転落予防

チャートの作成に関して検討した内容は， 研究 1

の考察に示した． 転倒転落予防チャートを使用し

た場合の 2021 年度に発生した転倒転落予防の見込

み効果は， 94 件中 52 件 （55.3%） で対策が可能で

あった． 内訳は転倒に対する対策では 50 件中 24

件 （48.0%）， 転落に対する対策では 44 件中 28 件

（63.6%） であった． 転倒対策では B2 （自力起居可）

でコール困難な対象者に対するセンサーマットが

7 件と最も多く選択され， 転落対策としては B2

（自力起居可） に対するセンサーマット， C1 （寝

返り可）， C2 （寝返り困難） でいずれもコール困

難の対象者に対する 3 点柵で 1 点柵を中央配置が

いずれも 6 件と最も多く選択された． 一方， 転倒

対策が困難とされたのが A （自力歩行 ・ 安定） で

コール可の対象者で 8 件と最も多く， 転落対策が

困難とされたのが B2 （自力起居可） でコール困難

であらかじめセンサーマット対策を実施済が 6 件

と最も多くみられた （表 2， 3）．

《研究2》
2023 年 4 月～ 6 月の 3 か月間の試用期間におい

ては， 転倒転落件数は 11 件で月平均発生件数は

3.7 件であった． 内訳は転倒 9 件 （81.8%）， 転落 2

件 （18.2%） であった．

考察
《研究1》

本研究では， 2021 年度の急性期病院混合病棟

（一般外科 ・ 脳神経内科 ・ 移植外科） における転倒

転落の事例を詳細に調査し， 転倒転落予防チャー

トの作成に至った． 転倒転落予防チャート作成に

当たり， 身体能力とナースコール使用の可否の 2

項目を簡便に評価することで対策内容を検討でき

るようにした． 障害高齢者日常生活自立度は身体

能力を簡便に把握することができ， 褥瘡予防対策

の必要性などで看護師が日常的に行う評価 11） であ

り， 看護師との共通認識を得やすいと考えたため

図 1．転倒転落予防チャート

改変日常生活自立度 A （自力歩行 ・ 安定）， A （自力歩行 ・ 不安定）， A （介助歩行）， B1 （起居移乗可）， B2 （自力起居

可） に対しては必要であれば何らかの転倒対策を， 改変日常生活自立度 B2 （自力起居困難）， C1 （寝返り可）， C2 （寝

返り困難） に対しては何らかの転落対策を講じることを検討する．
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表 2．転倒 50 件に対する転倒転落予防チャートでの対策内容（何らかの対策可能／全体）

改変日常生活自立度 ナースコール使用 事前対策 チャートでの転倒対策 件数

A （自力歩行 ・ 安定） 可能
なし

困難 8

（0/9） 困難 困難 1

A （自力歩行 ・ 不安定） 可能 なし 困難 2

（6/12） 困難 なし センサーマット 6

センサーマット 困難 4

A （介助歩行） 可能 なし 困難 0

（6/12） 困難 なし センサーマット 6

センサーマット 困難 6

B1 （起居移乗可） 可能 なし L 字柵 4

（5/7） 困難 なし センサーマット 1

センサーマット 困難 2

B2 （自力起居可） 可能 なし L 字柵 0

（7/10） 困難 なし センサーマット 7

センサーマット 困難 2

抑制帯 困難 1

表 3．転落 44 件に対する転倒転落予防チャートでの対策内容（何らかの対策可能／全体）

改変日常生活自立度 ナースコール使用 事前対策 チャートでの転落対策 件数

B1 （起居移乗可） 可能 なし 困難 2

（0/4） 困難 センサーマット 困難 2

B2 （自力起居可） 可能 なし 困難 4

（7/19） 困難 なし センサーマット 6

センサーマット 困難 6

3 点柵で 1 点柵中央 困難 2

なし （車椅子乗車） 安全帯 1

B2 （自力起居困難） 可能 なし 3 点柵で 1 点柵中央 4

（9/9） 困難 なし 3 点柵で 1 点柵中央 4

なし （車椅子乗車） 安全帯 1

C1 （寝返り可） 困難 なし 3 点柵で 1 点柵中央 6

（6/6）

C2 （寝返り困難） 困難 なし 3 点柵で 1 点柵中央 6

（6/6）
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選択した． そして， 転倒と転落対策を明確化する

ために一部改変した改変日常生活自立度を評価項

目として採用した． また， 転倒転落対策には意思

疎通の中でも特にナースコール使用の可否 6） が重

要であるとの報告がみられるため， 改変日常生活

自立度と合わせてナースコール使用の可否を評価

項目として採用した．

次に， 改変日常生活自立度毎に転倒と転落対策

の検討内容に関する考察をする． 転倒は立位姿勢

から発生することを想定して， 転倒予防対策は自

力起居及び座位保持が可能な能力である A （自力

歩行 - 介助歩行）， B1 （起居移乗可）， B2 （自力起

居可） を対象に実施する内容とした． また， 転落

は座位姿勢や臥位姿勢から発生することを想定し

て転落予防対策は自力起居及び座位保持が困難な

能力である B2 （自力起居困難）， C1 （寝返り可），

C2 （寝返り困難） を対象に実施する内容とした．

転倒予防対策として， 改変日常生活自立度が A に

該当する対象者は， ナースコールの使用の可否

（以下， コール可否） で対策内容を変更することし

た． 自力歩行の安定性に関わらず， ナースコール

の使用が可能 （以下， コール可） で必要時に自力

で援助を求めることができれば， 転倒予防対策を

実施しない内容とした． ナースコールの使用が困

難 （以下， コール困難） でも歩行の安定性が良好

であれば転倒を生じにくいと考えられるが， 自力

歩行可能でも不安定な場合や介助歩行を要する対

象者では転倒を生じやすい懸念があり， コール困

難な場合は， 自力歩行しても転倒リスクが比較的

少ないと考えられる屋内歩行自立の指標となる片

脚立位 3 秒 12） 未満に限ってセンサーマットの使用

を検討する内容とした． また， 改変日常生活自立

度 B1 （起居移乗可） と B2 （自力起居可） に該当

する対象者では， コール可の場合には， 移乗動作

時に自力又は介助で実施できることを想定して，

安定性向上や介助量軽減のために L 字柵設置を検

討する内容とし， コール困難な場合には， 起立 ・

移乗時の転倒が懸念されるためセンサーマットの

使用や車椅子乗車時の安全帯使用を検討する内容

とした． 改変日常生活自立度 B2 （自力起居困難），

C1 （寝返り可）， C2 （寝返り困難） に該当する対

象者では， コール可否に関わらず， 起居動作に失

敗して転落する場合やベッド下へのずり落ちた状

態からの寝返りや体動などでベッドから床に転落

する懸念があるため， 3 点柵設置で片側の柵は中

央配置とする検討内容とした． また， 2021 年度の

調査結果から車椅子乗車からの転落事例が 2 件

あったため， コール困難で車椅子乗車を実施する

対象者では転落予防のため安全帯の使用を検討す

る内容とした．

2021 年度の転倒転落事例検証結果から， 転倒と

転落の特徴が明らかとなった． 転倒転落回数にお

いては， 複数回転倒や転落を生じた症例が複数名

で， 事前対策や事後対策をしても転倒や転落を生

じていた （表 1）． 転倒や転落が再発した背景とし

て， 再発防止対策が未実施であったか不履行を含

めて対策内容が不十分であった可能性が考えられ

た． 診療科としては， 転倒転落ともに最多件数は

一般外科であったものの， 一般外科 37 床， 脳神経

内科 7 床の定数の背景を鑑みると脳神経内科の転

倒転落件数は比較的多くみられた． 脳卒中患者に

おいて入院中の転倒が多い 13） 14） との報告もあり，

疾患背景が転倒転落件数に影響を及ぼした可能性

が推察された．

また， 転倒転落と改変日常生活自立度の関係性

では， 転倒は A， B1 （起居移乗可）， B2 （自力起

居可） でみられ， 転落は B1 （起居移乗可） ， B2

（自力起居可）， B2 （自力起居困難）， C1 （寝返り

可）， C2 （寝返り困難） でみられ， 転倒転落者そ

れぞれの動作能力の特徴が明らかになった． 一

方， B1 （起居移乗可）， B2 （自力起居可） では転

倒転落ともに発生していた． 脳卒中者の転倒にお

いて移乗動作能力が軽介助で最も多く， 監視が 2

番目に多かった 15） と報告されている． 脳卒中者に

限らず， 歩行困難で移乗動作を自力か介助で実施

する対象層では転倒転落ともに生じやすい可能性

が考えられた． また， 意思疎通の可否は転倒転落

ともに不十分又は困難であったものが多くみられ

たため， 先行文献で報告されている通りナース

コール使用の可否 6） が転倒転落予防対策に重要な

評価項目であると考えられた．

作成した転倒転落予防チャートを用いて， 実際

に転倒転落を生じた実例に対して対策可能かそれ

ぞれ検討したところ， 55.3% が対策可能であると考

えられ， 転倒は 48.0%， 転落は 63.6% で， 転倒転落

予防チャートは半数強の転倒転落に対して何らか

の対策ができる可能性が考えられた． 転倒対策と

してはコール困難な対象者に対するセンサーマッ

トが 20 件， B1 （起居移乗可） でコール可の対象

者に対する L 字柵が 4 件となった． 起立 ・ 移乗動

作安定性向上のための L 字柵を設置することで転

倒リスクが軽減すると考えられる一方で， セン

サーマットは対象者の身体機能に応じて設置する

位置を判断する必要があるため， 転倒対策におい

て一定のバラつきを生じる可能性が考えられた．

転落対策としてはセンサーマットが 6 件， 安全帯
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が 2 件， 3 点柵で 1 点柵を中央配置が 20 件となっ

た． 車椅子乗車からの転落防止のための安全帯使

用や， 寝返りやベッド上の体動で転落しないよう

に 3 点柵で 1 点柵を中央配置にする転落対策は，

転倒対策と比較して簡便で対策のバラつきが少な

いことから， 転倒対策よりも予防効果を見込める

可能性が推察された． 一方， 転倒対策困難と最も

多く判定された A （自力歩行 ・ 安定） でコール可

が 8 件で， 体調不良やふらつきを自覚した際には

コールで看護師に援助を求めることを推奨するな

ど， チャート以外の内容での転倒対策を検討する

必要性が考えられた． 転落対策困難と最も多く判

定された B2 （自力起居可） でコール困難であらか

じめセンサーマット対策中が 6 件で， センサー

マット設置位置の再検討やセンサーマットをサイ

ドコールに変更するなど， チャート以外の内容で

の転落対策を検討する必要性が考えられた．

当院においては， 70 歳以上の患者に当院独自の

転倒リスクアセスメント評価を入院時に実施して

いる． 転倒リスクアセスメントは， 転倒転落を生

じるリスクの高低を可視化でき， 転倒転落に注意

を要する対象者を判別できる可能性が考えられ

る． 一方で， 転倒リスクアセスメントの結果を

ベッドサイドの環境設定には具体的に活かされて

いるとは言い難い 4） との報告があり， 転倒リスク

アセスメント評価が臨床現場での有効な転倒転落

対策に直結しない懸念点が考えられた． 日本医師

会作成の転倒転落防止マニュアル 16） は， ベッド周

囲環境， 歩行に関する環境， 歩行補助具の選定方

法， 車椅子の移動や搬送時の注意点， トイレや入

浴介助の注意点などが明記されている． 転倒転落

防止対策フローチャート 4） は， ナースコール使用

の可否， ベッド上での危険行動 ・ 転落の危険性の

有無， ベッド柵乗り越えの有無， 歩行自立か否

か， 起居 ・ 起立 ・ 立位保持の安定性を評価 ・ 対策

を検討するフローチャートである． また， 転倒転

落防止フローチャート 5） は， 寝返りの可否， 手術

3 日以内かどうか， 不穏やせん妄状態の有無，

ナースコール使用の可否， 歩行時のふらつきの有

無， 70 歳以上かどうか， 寝たきり状態かどうかを

評価 ・ 対策を検討するフローチャートである． こ

れらのマニュアルやフローチャートでは， 転倒転

落対策で評価すべき項目や対策が明示されている

ものの， 評価すべき項目が多数で， 評価と対策に

時間を要すことで実施頻度が低下する懸念が考え

られた． 一方， 今回作成した転倒転落予防チャー

トは， 身体能力とコール可否の 2 項目を評価すれ

ば転倒転落の対策内容を具体的に検討できること

から， 短時間で簡便に評価と対策をできる点で継

続性が高くなり得る可能性が考えられた． また，

従来の転倒転落防止フローチャート 4） 5） では転倒

と転落の対策内容が混在していたが， 今回作成し

た転倒転落予防チャートは改変日常生活自立度で

の能力に応じて転倒と転落の対策内容を分類して

明示したことに新規性が考えられた．

《研究2》
2021 年度の転倒転落発生件数の月平均は 7.8

件， 2023 年 4 月～ 6 月に 3 か月間の月平均は 3.7

件であり， 半数弱の発生件数であった． また，

2021 年 度 の 転 倒 発 生 割 合 は 94 件 中 50 件 で

53.2%， 転落の発生割合は 94 件中 44 件で 46.8% で

あったのに対して， 2023 年 4 月～ 6 月にかけて

は， 転倒が 11 件中 9 件で 81.8%， 転落が 11 件中 2

件で 18.2% であった． 転倒転落予防チャートはあ

らゆる身体能力に対して万能に予防が見込めるも

のではないものの， 担当看護師と転倒転落対策の

必要性や内容をそれぞれ検討し， 事前対策や事後

対策の有無や内容など個人によるバラつきを減少

できたことで， 2023 年の 3 ヶ月間の試用期間中の

転倒転落の発生や再発の抑制に繋がった可能性が

推察された． 特に， 転倒対策ではセンサーマット

の位置などで対策内容にバラつきを生じやすい

が， 転落対策は 3 点柵で 1 点柵を中央配置にする

などで対策内容にバラつきを生じにくく， 転落予

防対策がより効果的であった可能性が考えられた．

結論
2021 年度の 1 年間に発生した転倒転落の背景を

詳細に調査し転倒転落予防チャートを作成した．

2023 年 4 月からの 3 か月間の試用期間では， 転倒

転落件数が 2021 年度と比較して月平均で約半数と

なっており， 転倒転落予防チャートの使用は転倒

転落件数の減少に寄与した可能性が考えられた．
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